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瀬戸市営駐車場指定管理者募集要項 

 

瀬戸市（以下「本市」という。）は、瀬戸市営駐車場（以下「駐車場」という。）につ

いて、より効果的で効率的な管理運営を進め、市民サービスの向上を図るため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項、瀬戸市駐車場条例（昭和４８

年瀬戸市条例第３０号、以下「駐車場条例」という。）及び瀬戸市公の施設に係る指定管

理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年瀬戸市条例第１６号、以下「指定手続条

例」という。）並びに瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規

則（平成１６年瀬戸市規則第１８号、以下「指定手続規則」という。）の規定に基づき、

以下のとおり駐車場の管理運営に関する業務を行う指定管理者を募集します。 

 

第１ 施設の概要 

１ 施設の規模及び利用状況 

⑴ 宮川駐車場 

  ア 所在地 瀬戸市南仲之切町及び東本町１丁目地内 

  イ 敷地面積 約１，０４７㎡ 

  ウ 施設内容 

（ア） 駐車台数 ６０台 

 （イ） 駐車場管理システム（アマノ株式会社製） １式 

  ・駐車券発行機 GT-2800N 

  ・料金精算機 GT-4700 

  ・カーゲート NT-1500 

  ・バーキャッチャー NT-1900 

 （ウ） 備品倉庫 １棟 

  エ 年間利用台数※ ８０，３５５台 

⑵ 瀬戸市駅前駐車場 

  ア 所在地 瀬戸市東横山町１１４番地の１ 

  イ 敷地面積 約１，０８９㎡ 

  ウ 施設内容 

   （ア） 駐車台数 ４０台 

   （イ） 駐車場管理システム（アマノ株式会社製） １式 

    ・駐車券発行機 GT-2800N 

    ・料金精算機 GT-4700 

    ・カーゲート NT-1500 

    ・バーキャッチャー NT-1900 

   （ウ） 備品倉庫 ２棟（うち１棟は市が地元町内会へ設置を許可したもの） 
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  エ 年間利用台数※ １１，０２１台 

⑶ 東横山駐車場 

  ア 所在地 瀬戸市東横山町６６番地の１ 

  イ 敷地面積 約９７６㎡ 

  ウ 施設内容 

   （ア） 駐車台数 ４２台 

   （イ） 駐車場管理システム（アマノ株式会社製） １式 

    ・駐車券発行機 GT-2800N 

    ・料金精算機 GT-4700 

    ・カーゲート NT-1500 

    ・バーキャッチャー NT-1900 

  エ 年間利用台数※ ４，６１８台 

⑷ 瀬戸口駅北駐車場 

  ア 所在地 瀬戸市東赤重町２丁目１９５番地の１ 

  イ 敷地面積 ５，４２８㎡（うち駐車場内は約３，２９０㎡） 

  ウ 施設内容 

   （ア） 駐車台数 １２７台 

   （イ） 駐車場管理システム（アマノ株式会社製） １式 

    ・駐車券発行機 GT-2800N 

    ・料金精算機 GT-4700 

    ・カーゲート NT-1500 

    ・バーキャッチャー NT-1900 

  エ 年間利用台数※ １３，４８７台 

  オ その他 

    指定期間内において、市有地の有効利用を目的に駐車場を移設し施設の規模

を縮小する可能性があります。 

   ※年間利用台数は令和６年度の実績です。 

２ 設置目的 

市街地における自動車の駐車需要に応じ、もって市民の利便性の向上を図る。 

３ 利用料金、回数駐車券及び定期駐車券 

資料１「駐車場条例 別表２、３、４」のとおり 

 

第２ 募集の内容 

１ 指定管理者が行う業務（以下「指定管理業務」という。） 

指定管理業務の詳細については、「瀬戸市営駐車場指定管理者業務仕様書」（資料
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２、以下「業務仕様書」という。）により定めます。 

⑴ 駐車場の料金の回収に関する業務 

⑵ 駐車場の施設及び設備の維持管理及び修繕に関する業務 

⑶ その他駐車場の管理に関し市長が必要と認める業務 

２ 指定管理者が行う管理の基準 

管理の基準の詳細については、業務仕様書により定めます。 

⑴ 関係法令並びに設置条例及び設置条例に基づく規則等の規定を遵守し、誠実に

指定管理者業務を行うこと。 

ア 供用時間 

午前７時から翌日午前７時までとする。ただし、市長が特に必要があると認

める場合は、これを変更することができる。 

⑵ 使用の制限 

駐車場を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する自動車は、駐車場を使用することができない。 

ア 道路交通法第３条に規定する普通自動車以外の自動車 

イ 発火性若しくは引火性の物品又は駐車場の施設を破損し、若しくは人体に危

険を及ぼすおそれのある物品を積載した自動車 

ウ 区画線を超える荷物を積載した自動車 

エ その他市長が駐車場の管理に支障があると認める自動車 

⑶ 指定管理業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取

り扱うこと。 

⑷ ⑴から⑶までのほか、市長が定める基準による。 

３ リスク分担 

市とのリスク分担については、業務仕様書により定めます。 

４ 指定の期間（予定） 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

５ 業務に必要な経費等 

指定管理者は市が支払う経費（以下「指定管理料」という。）をもって、業務を行

うものとします。 

市は、駐車場の管理運営に必要な経費として、予算額の範囲内で年度ごと（４月

１日から翌年３月３１日まで）に指定管理料を支払います。この場合の支払時期や

方法その他細目的事項については、協議の上決定し、年度別協定で定めます。 

指定管理料は、事務手数料を除き全て清算し、事業報告から３０日以内に市へ返

納するものとします。ただし、額の不足が生じた場合において、指定管理料を追加

で支払うことはありません。 

また、駐車場の規模を縮小した場合は規模に応じて指定管理料を減額する場合が
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あるため、施設の方針が決定した際は指定管理料について別途協議することとしま

す。 

⑴ 指定管理期間における指定管理料の上限額（消費税及び地方消費税含む） 

  ア 令和８年度  １３，９００，０００円（予定） 

  イ 令和９年度  １４，０００，０００円（予定） 

  ウ 令和１０年度 １４，１００，０００円（予定） 

  エ 令和１１年度 １４，１００，０００円（予定） 

  オ 令和１２年度 １４，２００，０００円（予定） 

※金額は各年度における、予算の議決によります。 

⑵ 過去３か年の指定管理業務に係る収支の状況（消費税及び地方消費税含む） 

資料３「収支決算書」のとおり 

 ６ 指定管理者が指定期間を通じて達成すべき成果目標 

   指定管理業務に係るモニタリングや事業評価、実績評価における検証の際に効果

測定を行うため、指定管理者に求める施設運営の成果目標については次のとおりと

します。 

指標分類 成果指標 

インプット指標 ・配置人員数 

・見回り、点検の実施回数 

・収支決算額 

アウトカム指標 ・アンケート調査による利用者満足度 

 

第３ 申請に係る事項 

１ スケジュール 

⑴ 現地説明会開催日      ６月１３日（金）午後２時 

⑵ 質問の受付期間       ６月１８日（水）から２０日（金）まで 

⑶ 質問の回答日        ６月２５日（水） 

⑷ 申請書類の受付期間     ７月１日（火）から１１日（金）まで 

⑸ 選定委員会開催日      ８月上旬から９月中旬まで 

⑹ 選定結果通知日       選定委員会開催後速やかに 

⑺ 事前協議          １０月上旬から中旬まで（予定） 

⑻ 指定管理者の指定      瀬戸市議会令和７年１２月定例会（予定） 

⑼ 協定の締結         令和８年２月中旬から下旬まで（予定） 

⑽ 指定管理業務開始日     令和８年４月１日 

２ 指定管理者の申請資格 

⑴ 資格要件 

指定管理者の指定を申請することのできるものは、指定期間中に駐車場を安全

円滑に管理運営することのできる法人その他の団体（以下「法人等」という。）又
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は複数の法人等が共同する団体（以下「共同体」という。）であることとします。

なお、個人での申請はできません。 

また、次に掲げるアからウまでのすべての要件を満たす必要があるもの（共同

体の場合は、代表団体だけではなく、構成員となる全ての法人等が要件を満たす

ことが必要）とします。 

ア 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により本市又は他の地方公共団

体から指定管理者の指定を取り消され、当該処分の日から起算して２年を経過

しないものでないこと、及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第

１６７条の４の規定に該当する者でないこと。 

イ 役員（法人でない団体の代表者又は管理人を含む。）及び施設に配置する職員

に、次の(ｱ)から(エ)までのいずれかに該当する者がないこと。 

(ア) 破産者で復権を得ない者 

(イ) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなった日から２年を経過しない者 

(ウ) 成年被後見人又は被保佐人である者 

(エ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員及びその利益となる活動を行う者 

ウ 次の(ア)から(エ)までのいずれかに該当する者でないこと。 

(ア) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て

がなされた者及びその開始決定がされている法人等 

(イ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て

なされた者及びその開始決定がされている法人等（同法附則第２条の規定に

よりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む。） 

(ウ) 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなさ

れた者及びその開始決定がされている法人等（同法附則第３条第１項の規定

によりなお従前の例によることとされる破産事件に係るものを含む。） 

(エ) 金融機関の取引停止処分を受けている法人等 

エ 国税、都道府県民税、市町村民税、消費税及び地方消費税を滞納している者

でないこと。 

オ 申請書類提出の日から指定管理者候補者の選定通知を受けた日までの間に

おいて、「瀬戸市指名停止取扱要領」（平成１３年８月１日施行）に基づき、指

名停止措置を受けている者でないこと。 

カ 申請書類提出の日から指定管理候補者の選定通知をした日までの間におい

て、「瀬戸市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２３

年９月２９日付け瀬戸市長・愛知県瀬戸警察署長締結）及び「瀬戸市が行う契

約等からの暴力団排除に関する事務取扱要領」（平成１９年１２月１日施行）に



－６－ 

基づく排除措置を受けている法人等でないこと。 

⑵ 共同体による申請 

共同体により申請する場合、次の事項にも留意して申請してください。 

ア 共同体により申請する場合は、代表団体となる法人等及び責任割合を明記し

てください。この場合、他の法人等は当該共同体の構成員となります。 

イ 共同体の構成員は、他の共同体の構成員になること又は単独で申請すること

はできません。 

ウ 代表団体だけではなく、構成員となる全ての法人等が上記２「⑴ 資格要件」

を満たすことが必要です。 

エ 共同体は応募に関する事務全てを代表団体となる法人等を通じて行わなけ

ればなりません。また、市が当該代表団体となる法人等に対して行った行為は、

当該共同体の構成員全てに対して行ったものとみなします。 

３ 申請手続等 

申請は、次の必要な書類を作成のうえ提出してください。 

なお、共同体による申請の場合には、⑵「ウ 申請する団体に関する書類」は構

成員である全ての法人等のものを提出してください。 

⑴ 提出部数 

申請書類は、原本１部、副本１０部を提出してください。 

なお、原本、副本とも目次ページ数を付け、二穴綴じファイルに綴じるととも

に、ファイルの表紙及び背表紙に申請者名及び「瀬戸市営駐車場」と明記してく

ださい。 

⑵ 団体に関する申請書類 

ア 指定管理者指定申請書（第１号様式） 

イ 誓約書（第５号様式） 

ウ 申請する団体に関する書類 

(ｱ) 定款、寄附行為、規約その他これに代わる書類 

(ｲ) 法人にあっては当該法人の登記事項証明書（申請日前３か月以内に取得し

たもの）、法人以外の団体にあっては代表者の住民票の写し（申請日前３か月

以内に取得したもの） 

(ｳ) 申請を行う日の属する事業年度の収支予算書並びに直近２事業年度の事

業報告書、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの（グループ企

業で連結決算を行っている場合には、加えて連結決算書） 

(ｴ) 法人税、消費税、法人事業税、法人都道府市民税、市町村民税及び地方消

費税に関する納税証明書（過去３年分）又は税の未納がないことを証明でき

る書類 

(オ) 法人等概要書（第６－１号様式） 
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法人等の事業内容がわかるパンフレット等があれば、提出してください。 

(カ) 法人等の主要業務実績一覧（第６－２号様式） 

過去３年分程度の主要実績業務について記入してください。 

(ｷ ) 類似施設等管理実績一覧（第６－３号様式） 

過去３年分程度の駐車場やその類似施設の管理運営業務に関する業務実

績について記入してください。 

(ク) 指定管理者申請団体代表者等名簿（第６－４号様式） 

「瀬戸市が行う契約等からの暴力団排除に関する合意書」に基づく排除措

置対象法人等であるか否かの確認をするため、愛知県瀬戸警察署への照会に

使用します。 

エ 共同体による場合に必要な書類 

(ｱ) 共同体構成員届（第７－１号様式） 

(イ) 共同体協定書の写し 

瀬戸市営駐車場管理運営業務に関する共同体協定書（第７－２号様式）を

参考に共同体の協定書を作成し、提出してください。 

(ウ) 共同体委任状（第７－３号様式） 

⑶ 事業提案に関する申請書類 

ア 事業計画書（第２号様式） 

イ 収支計画書（第３号様式） 

ウ 人員配置計画書（第４号様式） 

⑷ 説明会の開催 

日 時：６月１３日（金）午後２時 

場 所：瀬戸市文化センター 文化交流館１階 １１会議室 

参加申込：説明会参加申込書（第８号様式）に、必要事項を記入の上、瀬戸市都

市整備部維持管理課宛て電子メールにてお送りください。 

送 付 先：ijikanri@city.seto.lg.jp 

申込締切：６月１１日（水）午後５時 

留意事項 

・ 説明会では、募集要項、業務仕様書等に基づき、施設の現況、過去の利用

料金収入や管理運営費の推移等の詳細情報を説明します。 

・ 説明会終了後、希望者には施設見学を行いますので、指定管理者に申請す

る予定の団体は、できる限り参加してください。 

・ 参加人数については、各団体につき３名までとします。 

・ 当日配布する資料がある場合、現地説明会に出席できない方には、現地説

明会の翌日から６月１８日（水）まで、瀬戸市都市整備部維持管理課（市役

所南庁舎５階）で配布します。 
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⑸ 募集内容等に係る質問の受付 

受付期間：６月１８日（水）から６月２０日（金）まで 

質問方法：質問書（第９号様式）に、必要事項を記入の上、瀬戸市都市整備部維

持管理課宛て電子メールにてお送りください。 

送 付 先：ijikanri@city.seto.lg.jp 

回答期日：６月２５日（水） 

回答方法：質問者及び説明会に参加された全ての法人等及びグループに電子メー

ルにて回答 

⑹ 申請書類の受付 

受付期間：７月１日（火）から７月１１日（金）までの午前８時３０分から午後

５時１５分まで（だたし、土日及び祝日を除く） 

受付場所：瀬戸市都市整備部維持管理課（瀬戸市役所南庁舎５階） 

受付方法：持参又は郵送により申請書類一式を提出してください。 

留意事項 

・ 郵送で提出する場合でも、上記受付期間内必着とします。郵送で提出する

場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法としてください。 

・ 提出期限までに受付場所に到達しなかった場合は、無効とします。 

・ 申請書類等の作成等に要する費用は、全て申請者の負担とします。 

４ 事業提案に関する申請書類の作成 

⑴ 事業提案に関する申請書類作成上の条件について 

ア 事業提案に関する申請書類の作成に当たっては、本募集要項、業務仕様書等

の記載事項を遵守してください。 

イ 法令等に定められていることについては、これを遵守してください。 

ウ 事業提案に関する申請書類はＡ４判で作成してください。また、ページ数を

中央下に表記してください。 

⑵ 事業計画書（第２号様式）の作成について 

ア 次に掲げる１から１５までの項目※ごとに指定管理者としての考え方を記入

してください。 

１ 平等な利用の確保に関する方針 

２ 施設の基本的な管理運営方針 

３ 施設の維持管理についての考え方 

４ 利用者サービス向上への取組 

５ 利用促進への取組 

６ 地域や関係機関との連携についての考え方 

７ 経費縮減への取組 

８ 管理運営に係る収支計画の概要（第３号様式 収支計画書） 
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９ 施設管理に関する技術等 

１０ 施設管理の実施体制の概要（第４号様式 人員配置計画書） 

１１ 人材育成の方針 

１２ 緊急時の体制の概要 

１３ 個人情報保護及び情報公開に対する考え方 

１４ 諸規程の整備又は方針 

１５ 管理運営に係るＰＲ事項 

イ 第２号様式に替えて、独自様式での提出も可とし、図や表等を使用しても構

いません。また、ページ数が複数となっても構いませんが、各項目について１

～３ページ程度で記入してください。 

⑶ 収支計画書（第３号様式）の作成について 

ア 指定全期間にわたる収支予測を年度別に作成してください。 

イ 第３号様式に替えて、独自様式での提出も可とします。また、科目は例示で

あり、不足する場合は適宜追加してください。 

ウ その他特記事項（考え方等）があれば、備考欄に記入して下さい。 

エ 積算内訳を施設ごとに算定し、添付してください。なお、積算根拠が分から

ない場合等について、追加で資料の提出をお願いすることがあります。 

⑷ 人員配置計画書（第４号様式）の作成について 

ア 業務仕様書を確認し、必要な職員を記入してください。 

イ 配置する職員全てについて記入してください。 

ウ 本表とは別に管理運営に係る勤務ローテーション表（標準１か月：Ａ４判、

様式任意）の案を作成し提出してください。 

エ 業務の一部を第三者に委託する予定がある場合は､事業計画書（第２号様式）

の１０「⑵ 業務の再委託及びその点検方法」に具体的な委託業務内容ととも

に、指定管理者としての点検、チェック方法、指導監督方法などについて記入

してください。 

 

第４ 審査及び指定管理者候補者の選定に係る事項 

１ 審査の方法 

⑴ 選定手続き 

瀬戸市指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、指定手

続条例第４条の規定に該当する者のうちから、駐車場の指定管理業務の実施のた

めに必要な能力及び実績等を指定管理者の選定基準に基づき総合的に審査し、最

も適当な団体を当該施設の指定管理者の候補者として選定します。 

ア 一次審査は、資格要件等について、申請書類の書面審査を行います。 

イ 二次審査は、事業提案に関する申請書類に係るプレゼンテーション及びヒア
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リングを行います。選定委員会の開催は、８月上旬から９月中旬までを予定し

ています。日時及び場所等の詳細については、申請者に別途通知します。 

ウ 審査基準ごとの審査の観点、観点の細目等及び配点ウエイトは、資料４「審

査基準表」のとおりです。 

なお、本指定管理業務においては、指定公金事務取扱者の指定を含むため、同

指定にかかる要件についても審査の対象となります。 

⑵ 審査結果の通知及び審査結果の公表 

ア 審査結果の通知 

各申請者に対して、次の事項を記載した結果通知書により通知します。 

(ア) 当該申請者が候補者に選定された旨又は選定されなかった旨 

(イ) 当該申請者の順位及び評価点数 

イ 審査結果の公表 

市ホームページ（http://www.city.seto.aichi.jp/）において、次に掲げる

事項を公表します。 

(ア) 施設名称 

(イ) 候補者の名称及び審査結果（得点） 

(ウ) 予定指定期間 

 

第５ 指定管理者の指定及び協定締結に係る事項 

１ 事前協議 

市は、選定委員会の審査結果等を踏まえ、最も適切で優秀な団体を指定管理者の

候補者として決定し、議会の議決を経る前に、決定した候補者と協定の締結に向け

た事前協議を行うこととします。事前協議が整った段階で、指定管理者候補者とし

て選定します。 

なお、候補者との事前協議が整わない場合には、候補者との協議を中止すること

とし、次点候補者との間で改めて事前協議を行うこととします。 

２ 指定管理者の指定 

市は、駐車場の指定管理者候補者を選定したときは、地方自治法第２４４条の２

第６項の規定による瀬戸市議会の議決を経て、当該施設の指定管理者として指定し

ます。 

市は、指定管理者の指定をしたときは、指定手続条例第５条の規定に基づき、そ

の旨を告示するとともに、指定手続規則第４条の規定に基づき、指定管理者指定通

知書により、指定管理者に指定されたことを通知します。 

３ 指定管理者との協定締結 

市と指定管理者の指定を受けた団体は、先に実施した事前協議の内容を踏まえ、

更に業務を実施する上で必要となる詳細事項（法令遵守等の基本的事項、管理運営
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業務の具体的な内容、責任分担など）について協議を行い、これに基づき協定を締

結します。 

協定は、指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定」と、年度ごとの

事業実施に係る事項を定めた「年度別協定」を定めることとします。なお、その際

に収入印紙の貼付が必要な場合には、指定管理者の負担とします。 

⑴ 基本協定の内容 

ア 業務の範囲と実施条件に関する事項（再委託の禁止、管理物件、管理施設の

修繕、リスク分担、管理物品を含む。） 

イ 指定管理料及び利用料金に関する事項 

ウ 指定管理業務の実施に関する事項（法令等の遵守、守秘義務、個人情報の保

護、情報公開を含む。） 

エ 業務実施状況の把握と業務改善に関する事項（モニタリング、事業報告、事

業評価を含む。） 

オ 指定期間満了時における事項 

カ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項（違約金を含む。） 

キ 不可抗力発生時の対応に関する事項 

ク 損害賠償等に関する事項 

ケ その他 

⑵ 年度別協定の内容 

ア 当該年度の業務内容に関する事項 

イ 当該年度に市が支払うべき管理費用に関する事項 

ウ その他 

 

第６ 業務の適正な実施に関する事項 

１ 業務の再委託の禁止 

指定管理者が指定管理業務を一括して、又は指定管理業務の主たる部分を一括し

て第三者に委託し、又は請け負わせることを禁止します。指定管理業務の一部分の

みを第三者に委託し、又は請け負わせる場合には、あらかじめ市に申請し、承認を

受けるようにしてください。 

２ 暴力団の排除 

公の施設が暴力団の活動に利用されることにより、当該暴力団の利益になると認

めるときは、指定管理者は、市の策定する利用許可に関する審査基準に基づき、こ

れを許可してはなりません。 

３ 個人情報の取り扱い 

指定管理業務に従事している者及び従事していた者は、駐車場の指定管理者業務

を実施するにあたり知り得た個人情報の内容について、みだりに他人に知らせ、又
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は不当な目的に使用することを禁じます。正当な理由なく当該個人情報を提供した

場合は個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づく罰則が適

用される場合があります。 

４ 情報公開への対応 

指定管理者は、駐車場の指定管理業務に係る情報については、別途情報公開要綱

等を策定し、情報公開に努めることとします。 

５ 緊急時の対応 

指定管理業務の実施に関連して事故、火災、災害等の緊急事態が発生した場合に

は、指定管理者は速やかに市に連絡するとともに、被害を最小限に止めるよう早急

に対応措置をとる義務を負います。 

また、市が施設の利用制限、応急活動への参加等を要請したときは、これに最大

限協力するよう努めなければなりません。 

６ 法令等の遵守 

指定管理者は、指定管理業務の遂行に関連する法規を遵守しなければなりません。

特に、瀬戸市駐車場条例（昭和４８年瀬戸市条例第３０号）及び瀬戸市公の施設に

係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年瀬戸市条例第１６号）並

びに瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１

６年瀬戸市規則第１８号）の規定のほか、以下の法令の遵守に気をつけてください。 

⑴ 地方自治法 

第２４４条第２項 指定管理者は、正当な理由がない限り、住民が施設を利用

することを拒んではならない。 

第２４４条第３項 指定管理者は、住民が施設を利用することについて、不当

な差別的取り扱いをしてはならない。 

⑵ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

⑶ 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）、水道法（昭和３２年６月１５

日法律第１７７号）その他施設又は設備の維持管理又は保守点検に関する法令 

⑷ その他駐車場を管理運営する業務に関連するすべての法令 

 

第７ 業務の継続が困難となった場合等の措置について 

指定管理者との協定に基づく指定期間中において、指定管理者による業務の継続が

困難になった場合等の措置は、次のとおりとします。 

１ 指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合等 

 指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難になった場合又はそ

の恐れが生じた場合は、指定管理者は速やかにその旨を市に報告するものとします。 

この場合、市と指定管理者は、指定管理者業務の継続の可否について協議するも

のとし、一定期間内に協議が整わない場合は、指定管理者は市に指定の取消しを申
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し出ることができるものとします。なお、この場合において、市に生じた損害は指

定管理者が賠償するものとします。また、次期指定管理者が円滑に支障なく駐車場

の管理運営業務を遂行できるよう、引き継ぎを行うものとします。 

２ その他の事由により業務の継続が困難となった場合等 

災害その他の不可抗力等市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事

由により、業務の継続が困難になった場合、市又は指定管理者は指定の取消しの協

議を求めることができるものとします。なお、駐車場の指定管理業務を行っている

指定管理者が指定期間終了又は指定取消しなどにより次期指定管理者に業務を引

き継ぐ際は、円滑な引き継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供

しなければならないこととします。 

 

第８ 申請に関する留意事項 

１ 審査の対象又は候補者からの除外 

申請者が次に掲げる場合に該当したときは、その者を審査の対象から除外（失格）、

又は候補者から除外します。また、瀬戸市指名停止取扱要領に基づき、指名停止措

置を講じることがあります。 

⑴ 選定委員会の構成員又は応募に関する業務に従事する市職員若しくは関係者

に対し、応募について不正な接触の事実が認められた場合 

⑵ 申請書類に虚偽の記載があった場合 

⑶ 第３第２項に示す指定管理者の申請資格を満たしていないことが判明した場

合又は満たさなくなった場合 

⑷ 申請者による業務履行が困難であると判断される事実が判明した場合 

⑸ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として業務を行

うことについて相応しくないと市が認めた場合 

⑹ その他不正な行為があったと市が認めた場合 

２ 業務開始前における指定の取消し 

指定管理者が業務を開始する前においても次に掲げる事項に該当するときは、そ

の指定を取り消すことがあります。 

⑴ 正当な理由なくして協定の締結に応じない場合 

⑵ 資金事情の悪化あるいは管理体制が整わない等により、指定管理者として行う

業務の履行が確実でないと市が認めた場合 

⑶ 著しく社会的信用を損なう行為等により、指定管理者として業務を行うことに

ついて相応しくないと市が認めた場合 

⑷ 「１ 審査の対象又は候補者からの除外」の各項目に該当する場合 

３ 申請書類等の取り扱い 

⑴ 著作権 
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市が提示する設計図書等の著作権は市及び作成者に帰属し、申請者が提出する

書類の著作権は申請者に帰属します。なお、当該募集において公表する必要があ

る場合その他市が必要と認めるときは、市は申請者の提出書類の全部又は一部を

無償で使用できるものとします。 

⑵ 特許権 

申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国

の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管

理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、すべて申請者が負うものとしま

す。 

⑶ 記載内容の変更等の禁止 

提出した書類は、原則としてこれを書き換え、差し換え、又は撤回することは

できません。 

⑷ 返却等 

申請書類は審査のため、選定委員会の委員に配付します。また、提出された申

請書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

⑸ 公表 

申請書類は、瀬戸市情報公開条例（平成１２年瀬戸市条例第５号。以下「情報

公開条例」という。）に基づく情報公開請求の対象となるため、市は情報公開条例

の規定に基づき開示する場合があります。 

４ 申請に関するリスク分担 

内      容 市 申請者 

申請に関して必要となる一切の費用  ○ 

申請者が作成した申請書類に関するもの  ○ 

指定議案の議決が得られない場合  ○ 

５ 言語、通貨及び単位 

申請書類に使用する言語、通貨及び単位は、原則として日本語、日本国通貨、日

本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める計量単位としてください。 

６ その他 

⑴ 募集要項等の承諾 

申請者は、本募集要項及び業務仕様書の記載内容を承諾した上で、申請書類等

を提出してください。 

⑵ 複数申請等の禁止 

１団体につき申請は１つのみとし、複数の申請（共同体の構成員としての申請

を含む。）をすることはできません。なお、市の他の施設に関して指定の申請をす

ることは可能です。 

⑶ 申請の辞退 
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指定管理者指定申請書提出後に申請を辞退する場合は、選定委員会開催日の前

日までに、指定管理者指定申請辞退届（第１０号様式）により申し出てください。 

 

第９ 事業実施状況のモニタリング（監視）等 

１ モニタリング（監視）、評価の実施及び結果の公表 

市は、施設が設置目的に沿って適切に管理されるように、業務仕様書に基づき、

指定管理者から提出される月例報告、モニタリングの結果、事業報告書等により、

業務の実施状況をモニタリング（監視）、評価します。なお、モニタリング（監視）、

評価は、次の方法により行います。 

⑴ 指定管理者が行うモニタリング 

指定管理者は、指定管理業務のサービス水準の向上を目的として、業務仕様書

の定めるところにより、毎年度定期的に施設利用者から意見や満足度等を聴取し、

その結果及び対応状況について市に報告するものとします。 

また、利用者からの苦情意見等については、その概要や対応等について業務日

報等に記録し、市へ報告していただきます。 

⑵ 指定管理者が行う自己評価 

指定管理者は、毎事業年度終了後、モニタリングの結果及び利用実績の分析を

踏まえた自己評価を行い、その結果を含む指定管理業務に関する事業報告書を市

に提出し、市の承認を受けるものとします。 

⑶ 市が行う事業評価 

市は、指定管理者が実施したモニタリング及び自己評価等に基づき、指定期間

中の指定管理者の管理運営状況（利用状況、事業計画の達成状況、収支状況、法

令の遵守等）についての事業評価を実施し、その結果を公表します。なお、詳細

については協定において定めるものとします。 

２ 市の監査委員による監査 

市の監査委員等が瀬戸市の事務を監査するために必要があると認める場合、指定

管理者に対して帳簿書類その他の記録の提出を求める場合があります。 

３ 指定の取消し等 

⑴ 指定の取消し事由等 

第８の２に掲げるほか、次のような場合に、市は、指定管理者に対して指定の

取消し等（取消し、又は期間を定めて指定管理者業務の全部又は一部の停止）の

措置を行う場合があります。 

ア 指定管理者が関係法令、条例、基本協定又は年度別協定の規定に違反した場

合 

イ 指定管理者が関係法令、条例、基本協定又は年度別協定の規定に基づく市の

指示に従わない、又は指示によっても業務内容に改善が見られないと認められ



－１６－ 

た場合 

ウ 指定管理者の経営状況の悪化又は不可抗力等により、指定管理業務を継続す

ることが不可能又は著しく困難であると認められる場合 

エ 指定管理者が基本協定に基づく市への報告を行わず、又は虚偽の報告をし、

若しくは市の調査を妨げた場合 

オ 指定管理者が違法行為を行った場合等、指定管理者業務を行わせておくこと

が社会通念上著しく不適当と判断される場合 

カ 指定管理者が、「瀬戸市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」

に基づく排除措置を受けた場合 

キ 指定管理者から第７の１の申し出があった場合 

ク 第７の２の指定の取消しの協議の結果、やむを得ないと判断した場合 

⑵ 指定が取り消された場合等の賠償 

指定管理者の責めに帰すべき事由により指定が取り消され、又は業務の全部若

しくは一部が停止された場合、指定管理者は、市に生じた損害損失や増加費用を

賠償しなければなりません。その他の場合は、市と指定管理者は協議するものと

します。 

なお、⑴により指定が取り消された場合において指定管理者に損害が生じても、

市はその賠償の責めを負いません。 

⑶ 違約金 

指定管理者は、⑴により指定が取り消された場合、指定管理料の１０分の１に

相当する額（指定管理料が生じない場合、施設運営経費の１０分の１に相当する

額を基準として市が定める額）を違約金として、市に対して支払わなければなり

ません。 

４ 業務の引継ぎについて 

 指定期間の終了若しくは指定の取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ

場合には、市の指示に従い円滑な引継ぎに協力していただきます。 

 

第１０ 問い合わせ先及び各種書類の提出先 

瀬戸市都市整備部維持管理課 

〒４８９‐８７０１ 瀬戸市追分町６４番地の１（瀬戸市役所南庁舎５階） 

電 話：０５６１‐８８‐２６９０（ダイヤルイン） 

ＦＡＸ：０５６１‐８８‐２６９５ 

メールアドレス：ijikanri@city.seto.lg.jp 


